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１ 計画策定の目的 

本市ではこれまで、第一期帯広市地域福祉計画の策定以来、地域福祉に対する意識啓

発を進めるとともに、地域活動の支援や総合的なサービスを提供できる体制の整備など、

互いに支え合いながら安心して暮らすことができる地域社会づくりを目指し、取組を進

めてきました。 

 近年、高齢者、障害のある人、子育て世帯などの各分野にまたがる、解決が難しい相

談ケースが増えるとともに、核家族化や単身世帯の増加などライフスタイルの変化によ

り地域のつながりが弱まってきています。 

 こうした社会環境の変化などを踏まえ、地域住民等が支え合い、一人ひとりの暮らし

と生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現に向けた取組を進めるこ

とを目的として計画を策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

 地域福祉計画は、社会福祉法第１０７条に規定する「市町村地域福祉計画」に位置付

けられており、地域福祉の推進に関する事項を一体的に定める計画です。 

国では、市町村が定める地域福祉計画は、地域における高齢者の福祉、障害のある人

の福祉、児童の福祉、その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項を盛り込むこと

としており、本市では地域福祉に関する分野計画として第七期帯広市総合計画に即して

策定し、「帯広市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」、「帯広市障害者計画」、

「帯広市障害福祉計画」、「帯広市障害児福祉計画」、「けんこう帯広２１」、「おび

ひろこども未来プラン」、「帯広市子ども・子育て支援事業計画」等に関する施策を横

断的に展開し、これらの上位計画として、分野間の調和を図り、連携しながら取り組む

ことにより「地域共生社会」の実現を目指すものです。 

 また、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき市町村が定める基本的な

計画や、「再犯の防止等の推進に関する法律」に基づき市町村が定める「地方再犯防止

推進計画」を本計画に包含し、一体的な支援体制を築くものです。 

 なお、本計画は社会福祉法人帯広市社会福祉協議会が策定する「地域福祉実践計画」

とも連携を図りながら取組を進めます。 

 

 

３ 計画の期間 

 本計画の期間は２０２０（令和２）年度～２０２４（令和６）年度までの５か年とし、

国や北海道の動向、社会情勢、福祉関連の制度改正や市民ニーズの変化など必要に応じ

て計画の見直しを検討することとします。 
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【地域福祉計画の位置付け及び相関図】 
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第七期帯広市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

第三期帯広市障害者計画 

第五期帯広市障害福祉計画 

第一期帯広市障害児福祉計画 

第二期けんこう帯広２１ 

第２期おびひろこども未来プラン 

第三期帯広市地域福祉計画 

 

 
成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく市町村計画 
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地域福祉計画に包含する計画等 
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関連 連携 

地域福祉計画は下記分野計画の施策を横断的に展開し、 
共通して取り組むべき事項を盛り込んでいます。 

第七期帯広市総合計画 
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１ 帯広市の現状 

 各種統計資料に基づく、本市における地域福祉を取り巻く状況は次のとおりです。 

 

（１）市民の状況 

  本市の総人口は平成３０年度時点で１６６，０９３人となっており、人口、平均世

帯人員は過去５年間を通し、減少傾向が続いていますが、世帯数はゆるやかな増加傾

向にあります。 

  年齢別では、６５歳以上の人口の割合が増加している反面、年少人口（０～１４歳）、

生産年齢人口（１５～６４歳）の割合は減少傾向にあります。 

  出生数は減少傾向にあり、特に平成３０年度は他年度に比べ、大きく減少している

一方、高齢者数及び高齢化率は前期、後期高齢者ともに増加傾向にあり、特に後期高

齢者の割合が大きく高まるなど、少子高齢化が進んでいます。 

  また、高齢者単身世帯数や、知的障害者数、精神障害者数は直近５年間に約２割増

加している状況にあります。 

 

 

（住民基本台帳 各年度３月３１日現在） 

 

 

 

168,232 167,870 167,560 166,867 166,093

85,084 85,924 86,670 87,034

87,612

1.98 

1.95 

1.93 

1.92 

1.90 

1.86
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1.98

2.00

84,000

94,000

104,000

114,000

124,000

134,000

144,000

154,000

164,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○人口、世帯数、平均世帯人員の推移○

人口 世帯数 平均世帯人員（人／世帯） （平均世帯人員）
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 （各表 住民基本台帳 各年度３月３１日現在） 

12.3% 12.2% 12.0% 12.0% 11.8%

61.9% 61.1% 60.5% 59.8% 59.4%

25.8% 26.8% 27.4% 28.2% 28.8%
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○年齢別構成比の推移○

0～14歳割合 15～64歳割合 65歳以上割合
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（帯広市高齢者福祉課調べ 各年度４月当初） 

 

（帯広市障害福祉課調べ 各年度３月３１日現在） 
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14,962
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○高齢者単身世帯数及び高齢夫婦世帯数の推移○

高齢者単身世帯数 高齢夫婦世帯数
（単身世帯数） （夫婦世帯数）

7,640 7,566 7,576 7,410 7,499 

1,314 1,403 1,507 1,626 1,621

1,679 1,758 1,845 1,930 2,005

10,633 10,727 10,928 10,966 11,125

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○障害者（児）数の推移○

身体障害者数（手帳所持者数） 精神障害者数（手帳所持者数） 知的障害者数（手帳所持者数）（人）
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（２）地域活動・市民活動団体等の状況 

  町内会数は横ばい傾向にありますが、加入率については減少傾向にあります。 

  老人クラブ数、会員数は、減少しており、民生委員・児童委員も欠員数が増加しつ

つありますが、ボランティア登録団体数については増加傾向にあります。 

 災害時要援護者の個別計画作成済者数については一時減少したものの、平成３０年

度には平成２６年度と同数まで増加しています。 

  また、帯広市に主たる事務所を置いているＮＰＯ法人認証団体数は全体、福祉分野

どちらも平成２６年度より横ばい傾向にあります。 

 

 

（帯広市市民活動推進課調べ 各年度４月１日現在） 

 

 

（帯広市高齢者福祉課調べ 各年度３月３１日現在） 
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（帯広市社会課調べ 各年度４月１日現在） 

 

 

（帯広市社会福祉協議会総務課調べ 各年度３月３１日現在） 
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○民生委員・児童委員数の推移○

民生委員・児童委員数 欠員数
（人）
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ボランティア登録人数 ボランティア登録団体数
（クラブ）（人）

（H26～H28 定数 328 人） 
（H29～H30 定数 332 人） 

（人） 
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（帯広市総務課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

 

（十勝総合振興局環境生活課調べ 各年度３月３１日現在） 
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（３）保健福祉サービスや課題の状況 

本市の要介護認定者数は、直近５年間で約１４％増加しており、認知症高齢者数も

約１６％増加しています。 

市民後見人の養成講習受講者は、平成２６年度は４４名の参加がありましたが、平

成２７年度以降２０名前後で推移しています。 

被保護世帯数は横ばいとなっていますが、被保護人員は減少傾向にあります。 

虐待認定件数は高齢者において、平成３０年度に認定件数が増加しており、児童虐

待についても平成２８年度より増加しています。 

自殺者数については年度ごとに増減がありますが、直近２年間では過去５年間の平

均値を下回っています。 

健康診査の受診者数については、直近５年間、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 
（帯広市介護保険課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

（帯広市高齢者福祉課調べ 各年度３月３１日現在） 

1,302 1,430 1,463 1,498 1,650

1,390 1,441 1,512 1,512 1,615

2,143 2,169 2,303 2,424
2,542

1,323 1,373 1,367 1,451
1,508881

953
1,000

1,047
1,060

850
852

922
943

941
776 

792 
776 

788 
713 

8,665
9,010

9,343
9,663

10,029

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○介護度別要介護認定者数の推移○

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
（人）

5,247

5,394

5,701

5,964
6,085

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800

6,000

6,200

6,400

○認知症高齢者数の推移○

認知症高齢者数

（人）
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（帯広市社会課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

（帯広市保護課調べ 各年度３月３１日現在） 

 
（帯広市高齢者福祉課、障害福祉課 十勝総合振興局児童相談室調べ 各年度３月３１日現在） 

3,866 3,914 3,895 3,813 3,817

5,315 5,291 5,179
4,980 4,894

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○生活保護の被保護世帯数・被保護人員の推移○

被保護世帯数 被保護人員（人／世帯）
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（帯広市健康推進課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

（帯広市健康推進課、国保課調べ 各年度３月３１日現在） 

36 

29 
25 

16 
21 

11

8 18

9

9

47

37

43

25

30

0

10

20

30

40

50

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○自殺者数の推移○

男性自殺者数 女性自殺者数
（人）

8,870 8,673 8,584 8,004 8,112

4,085 4,486 4,776
5,132

4,928

195

189

189 199 184

234

198

166

155

148

0

40

80

120

160

200

240

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○健康診査受診者数の推移○

特定健康診査受診者数 後期高齢者健康診査受診者数

健康診査受診者数 市民健診受診者数（人） （人）

５年間平均 36.4 人 
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（４）各種窓口相談等件数 

  保健福祉に関する総合相談件数（申請等を含む）は平成２７年度に増加しましたが、

その後は横ばい傾向にあります。 

  地域包括支援センターへの相談件数は年々増加の傾向にあります。 

  障害のある人の相談件数（申請等を含む）は平成２８年度に増加しましたが、その

後は横ばい傾向にあります。 

  子育て支援総合センターへの相談件数は平成２９年度に増加しています。 

  帯広市保護課の相談件数は平成２８年度より１０００件程度で推移していますが、

ふらっとの相談件数は平成２９年度に減少しています。 

  民生委員・児童委員の相談支援件数は平成２８年度以降減少傾向にあります。 

 地域ケア会議の開催回数は平成２６年度から増加傾向にあります。 

 

 

（帯広市高齢者福祉課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

（帯広市高齢者福祉課調べ 各年度３月３１日現在） 
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（帯広市障害福祉課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

（帯広市子育て支援課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

（帯広市保護課 自立相談支援センターふらっと調べ 各年度３月３１日現在） 
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（帯広市社会課調べ 各年度３月３１日現在） 

 

 

（帯広市高齢者福祉課調べ 各年度３月３１日現在） 

※地域ケア会議 

 行政や地域包括支援センターが主催する、高齢者への支援の充実や社会基盤の整備な

どを進めるための会議 

 

 

 

 

11,413

12,496

11,596

11,059
10,908

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○民生委員・児童委員相談件数の推移○

民生委員・児童委員相談件数

（件）

7

32

51

59
56

0

10

20

30

40

50

60

70

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○地域ケア会議開催回数の推移○

地域ケア会議開催回数
（件）
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２ 市民アンケート調査の結果 

 市民の地域福祉に関する意識や実態を把握しながら、課題や問題点を整理し、第三期

帯広市地域福祉計画に反映させることを目的として実施しました。 

 帯広市に住所を有する２０歳以上の男女１，０００人を対象に実施し、４３１人の方

から地域福祉に対する意見について、主に次のような回答が得られました。 

（結果については一部抜粋） 

 

【近所との付き合いについて】 

 あいさつや立ち話は７割の人がするものの、近所の方とほとんど関わりない人も一

定数いることが伺えた。 

 また、協力し合える関係が必要と考える人も一定数いることが伺えるものとなった。 

 

 

 

【日常の困り事について】 

 自分の困り事や不安なこととしては、「自分の健康に関すること」が最も多く、次

いで「収入や家計に関すること」、「災害に関すること」、「介護に関すること」が

上位となった。 

 相談先としては、大半の人が「家族・親戚」、次いで「知人・友人」、「市役所」な

どを頼りにしており、「町内会」や「近所の人」で相談できる人が少ない状況が伺え

るものとなった。 

 また、近所で困っている人がいるかどうかについては、知らない人が大半となった。 

1.6%

1.9%

3.2%

6.0%

7.7%

8.4%

9.7%

25.1%

38.5%

73.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

無回答

その他

病気の時に助け合う

趣味をともにする

お茶や食事を一緒にする

困りごとの相談をしたり、されたりする

どんな人が住んでいるか知らない

顔はしっているが、ほぼ付き合いはない

物あげたり、もらったりする

あいさつや立ち話をする

問 あなたは、近所にお住まいの方とどのようなお付き合いをしていますか。（複数回答可）

0.9%

2.3%

3.7%

24.8%

32.0%

36.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

無回答

交流は特に必要ない

何かあった時だけ協力し合える関係

普段から何でも話したり協力し合える関係

挨拶程度の軽い付き合いの関係

問 あなたは、近所との付き合いでどのような関係が一番良いと思いますか。（一つだけに○）
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1.4%

1.4%

2.6%

5.6%

7.4%

10.0%

11.1%

13.9%

14.8%

16.5%

20.2%

21.6%

24.4%

28.5%

43.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

その他

家族のひきこもりに関すること

無回答

防犯に関すること

人間関係に関すること

買い物や通院に関すること

住まいに関すること

仕事に関すること

親や子どもに関すること

生きがい、将来に関すること

介護に関すること

災害に関すること

特にない

収入や家計に関すること

自分の健康に関すること

問 あなたは、日常生活や医療・福祉のことで困っていること、不安なことはありますか。（あてはまるもの全てに○）

1.4%

1.4%

2.1%

2.3%

2.6%

2.8%

3.5%

3.5%

3.7%

3.9%

5.6%

10.0%

13.7%

13.9%

16.5%

25.3%

33.2%

77.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

地域子育て支援センター

無回答

町内会の人（役員）

学校・保育園・幼稚園の先生

相談できる人がいない

その他

障がい者相談支援事業所

福祉施設

近所の人

民生委員・児童委員

社会福祉協議会

地域包括支援センター

職場の人

ホームヘルパー・ケアマネージャー

医療機関・薬局

市役所の窓口

知人・友人

家族・親戚

問 あなたは、日常生活や医療・福祉のことで困ったとき、誰に相談したいですか。（あてはまるもの全てに○）

1.9%

3.2%

6.0%

7.7%

81.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

無回答

直接、本人は知らないが、話に聞いている

近所にいることを知っている

わからない

問 近所に日常生活や医療・福祉のことで困っていそうな方はいらっしゃいますか。（一つだけに○）
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【地域活動について】 

 ７割近くの人が町内会に加入しているが、活動している人は３割程度にとどまり、

協力していない人も３割程度いる結果となった。 

 

 

【ボランティアに必要なことについて】 

活動に関する情報発信、活動拠点の場所があることなどの回答が多かった。 

 

 

【近所の要支援者に対する支援や協力について】 

 「自分のことで精一杯で他の人のことを支援する余裕がない」、「余計なお世話に

なるので支援しない」人は約５割になった一方で、「支援したい」、「支援したいが

なにをすればいいのかわからない」という回答も約３割あった。 

 協力や支援できることとしては、「あいさつや安否確認などの声かけ・見守り」が

約４割、「除雪の手伝い」や「話し相手になること」が上位となった。 

 受けたい協力や支援としては、「除雪の手伝い」がわく５割、次いで、「災害時の

避難支援・安否確認」が３割となり、「あいさつや安否確認などの声かけ・見守り」

が続いた。 

0.7%

1.6%

2.8%

3.2%

6.7%

7.7%

9.3%

12.5%

32.0%

33.6%

68.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

無回答

その他

通学路の安全確保などの交通防犯活動

ＰＴＡ活動

ボランティア活動

老人クラブ活動

趣味や娯楽など文化・スポーツ等の集まり

町内会の役員をしている

特に参加したり、協力していない

町内会の行事や活動に参加

町内会に加入している

問 あなたは、地域のどのような活動に参加したり、協力したりしていますか。

5.3%

6.0%

7.0%

10.7%

14.8%

17.2%

17.4%

26.2%

29.7%

29.7%

32.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

活動に対する報酬があること

その他

無回答

わからない

活動を進めるため講習会や研修が行われること

ボランティアに参加するつもりはない

事故があったときの保障があること

活動を行うための金銭負担がないこと

時間がなくてもできる活動であること

活動の拠点が通いやすい場所にあること

活動に関する魅力の発信や情報の提供があること

問 あなたがボランティアに参加するために、どのようなことが必要ですか。（あてはまるもの全てに○）



第２章 帯広市の地域福祉の現状と課題                        

 - 20 - 

 

 

 

 

0.9%

2.6%

5.3%

10.0%

11.4%

14.2%

22.0%

33.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

支援は市役所などがやる仕事なので、近所の者がしなくてもよい

無回答

わからない

余計なお世話になってしまうので、支援はしない

支援をしたいが、何をすればいいのかわからない

地域に住む者として、できる範囲で支援したい

支援をしたいが、自分のことで精一杯でその余裕がない

問 地域にお住いの何らかの支援を必要としている方（一人暮らしの高齢者、介護をしている家族、

子育て中の家族等）への支援や協力について、あなたの考え方に最も近いものは何ですか。（一つだけに○）

2.3%

2.8%

4.4%

4.9%

5.1%

6.0%

6.3%

6.3%

7.0%

7.7%

8.1%

8.6%

9.3%

11.6%

14.8%

17.4%

18.6%

24.6%

27.4%

37.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

食事の用意

短時間の子守

住居内の荷物の移動

緊急連絡カードを使った緊急時の支援

手紙の代筆

外出への同行

新聞や本の代読

無回答

相談相手になること

玄関前などの掃除・庭の手入れ

子どもの登下校時の見守り

代わりに電話をかける

買い物の手伝い・代行

ごみ出し

支援や協力はできない

災害時の避難支援・安否確認

話し相手になること

除雪の手伝い

あいさつや安否確認などの声かけ・見守り

問 地域で生じている様々な福祉分野の生活課題（障がい者や高齢者の生活、子育てに関す

る問題など）に対し、『あなたができる支援や協力』は何ですか。（あてはまるもの全てに○）

0.5%

0.9%

1.2%

1.6%

2.6%

4.2%

4.4%

5.3%

6.0%

6.3%

6.5%

8.4%

8.8%

8.8%

10.0%

11.6%

15.8%

23.9%

30.4%

49.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

手紙の代筆

新聞や本の代読

短時間の子守

代わりに電話をかける

住居内の荷物の移動

子どもの登下校時の見守り

その他

相談相手になること

外出への同行

ごみ出し

無回答

食事の用意

玄関前などの掃除・庭の手入れ

緊急連絡カードを使った緊急時の支援

支援や協力は受けたくない

話し相手になること

買い物の手伝い・代行

あいさつや安否確認などの声かけ・見守り

災害時の避難支援・安否確認

除雪の手伝い

問 『現在もしくは将来的にあなたが受けたいと思う支援や協力』は何ですか。

（あてはまるもの全てに○）
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【福祉に関する情報について】 

 情報の入手方法としては、「新聞・雑誌・テレビ・ラジオ」などのメディアで入手

する人が最も多いものとなった。その他は「家族・親戚」、「知人・友人」、「イン

ターネット」、「町内会の人（回覧板）」より情報を入手している人が続いた。 

 福祉についての理解を深めるためには、「福祉の制度、サービスなどについて学ぶ

機会」、「気軽に話し合える機会」が必要と回答した人が多いものとなった。 

 

 

 

0.9%

2.1%

2.6%

2.6%

2.8%

3.0%

4.2%

5.1%

6.0%

6.3%

8.4%

9.7%

11.1%

11.8%

12.5%

20.4%

22.0%

22.3%

28.1%

37.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

地域子育て支援センター

無回答

学校・保育園・幼稚園

社会福祉協議会

障がい者相談支援事業所

その他

民生委員・児童委員

福祉施設

地域包括支援センター

近所の人

医療機関・薬局

ホームヘルパー・ケアマネージャー

市役所の窓口

職場の人

その他

町内会の人（回覧板）

インターネット

知人・友人

家族・親戚

新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

問 あなたは、福祉に関すること（福祉サービスや福祉施設のことなど）について

必要な情報は、どこから入手していますか。（あてはまるもの全てに○）

4.4%

6.7%

9.0%

10.9%

14.8%

18.8%

26.9%

32.7%

42.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

無回答

手話や点字、介護方法などの技術を習得する機会

特に必要なことはない

世代間交流の機会

介護体験や介護を必要とする人の疑似体験など、体験学習をする機会

介護を必要とする人やその家族などの話しを聞いたり、交流したりする機会

市民が福祉の制度、サービスなどについての課題を気軽に話し合える機会

福祉の制度、サービス、理念や考え方などについて学ぶ機会

問 あなたは、市民が「福祉」について理解を深めるためには、どのような機会が必要だと思いますか。

（あてはまるもの全てに○）
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３ 第二期地域福祉計画の取組の評価結果 

第二期帯広市地域福祉計画（平成２６年度～３１年度）においては「子どもから高齢

者まで市民の誰もが住み慣れた家庭や地域の中で、共に支え合い、安心して、生き生き

と暮らすことができるまちづくり」を基本目標に、「Ⅰすべての市民が安心して暮らし

やすい地域をつくるために」、「Ⅱ地域の活動を積極的にすすめるために」、「Ⅲ安心

して利用できる福祉サービスを実現するために」、「Ⅳ総合的な健康づくりを推進する

ために」、の４つの基本的視点に基づいて施策を展開してきました。 

進捗状況については、主な施策ごとに、毎年度、４段階で評価しています。 

平成２７年度から平成３０年度までの評価及び、基本的視点毎の取組の進捗状況につ

いては次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 帯広市の地域福祉の現状と課題                        

 - 23 - 

 

○平成２７年度～３０年度の評価

基本的視点 施策の基本方向 主な施策
Ｈ２７
年度
評価

Ｈ２８
年度
評価

Ｈ２９
年度
評価

Ｈ３０
年度
評価

①ユニバーサルデザインの意識啓発の促進

②都市基盤の整備

３　防災、防犯活動の推進 ①地域の防災、防犯、交通安全活動の推進

①地域の人材の育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

③成年後見制度の充実 Ａ Ａ Ａ Ａ

②施設サービスの充実 Ａ Ａ Ａ Ａ

①サービス提供団体間の連携の促進 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

③療養施策の充実 Ａ Ａ Ａ Ａ

②救急医療体制の充実 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

④医療機関の機能分担と連携 Ａ Ａ Ａ Ａ

評価 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 割合

　A　順調に進んでいる 17 16 16 13 53.4%

　B　ある程度進んでいる 12 13 13 16 46.6%

　C　あまり進んでいない 0 0 0 0 0.0%

　D　進んでいない 0 0 0 0 0.0%

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

①地域医療体制の充実
Ⅳ　総合的な健康づく
りを推進するために

１０　医療との連携
③予防、早期発見の取組みの促進

①健康づくり活動の推進

８　総合的な福祉サービスの提供・連
携体制の確立

９　健康づくりの推進 ②健康づくりの意識の普及

③介護予防の推進

④子育て支援の総合的連携の推進

②地域生活移行の推進

Ａ

Ｂ

Ｂ

①地域で支える仕組みの充実

②地域活動の促進

③社会参加の促進

④コミュニティ活動の推進

①在宅サービスの充実

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

６　相談・支援体制の充実 ②地域における相談体制の充実

⑤子どもや青少年を育む環境整備の推進

②ボランティアの養成

③保育サービスの充実

①総合的な相談体制の整備

Ⅰ　すべての市民が安
心して暮らしやすい地
域をつくるために

①心のバリアフリーの促進

Ⅲ　安心して利用でき
る福祉サービスを実現

するために

１　ノーマライゼーション理念の定着

２　ユニバーサルデザインのまちづくり

４　地域の福祉活動の推進

５　地域福祉を担う人材育成の促進

７　適切な福祉サービス利用の促進

Ⅱ　地域の活動を積極
的にすすめるために

④障害者福祉サービスの提供体制の充実

 

 

 

評 価 対 象 
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○基本的視点に対する取組の進捗状況 

 

基本的視点Ⅰ すべての市民が安心して暮らしやすい地域をつくるために 

施策の基本方向 主な施策 

１ノーマライゼーション理念の定着 ①心のバリアフリーの促進 

２ユニバーサルデザインの地域づくり 

 

①ユニバーサルデザインの意識啓発の促進 

②都市基盤の整備 

３防災、防犯活動の推進 ①地域の防災、防犯、交通安全活動の推進 

 ノーマライゼーションの理念やユニバーサルデザインに対する意識啓発、整備につい

ては各種講座の開催や情報誌の活用、補助金制度などにより、市民理解や整備はある程

度進んできていますが、啓発活動をさらに進め、理解促進につなげていく必要がありま

す。 

防災活動については、災害時要援護者の避難支援を地域で行うための個別計画作成協

議会が連合町内会や単位町内会で設立されるなど、避難支援体制の拡充が図られてきて

います。 

防犯活動では、関係機関や団体との連携により、防犯・交通安全事業に取り組むこと

で、地域の安全安心の確保につながっています。 

 

基本的視点Ⅱ 地域の活動を積極的にすすめるために 

施策の基本方向 主な施策 

４地域福祉活動の推進 

 

 

 

 

①地域で支える仕組みの充実 

②地域活動の促進 

③社会参加の促進 

④コミュニティ活動の推進 

⑤子どもや青少年を育む環境整備の推進 

５地域福祉を担う人材育成の促進 

 

①地域の人材の育成 

②ボランティアの養成 

 地域の福祉活動の推進については、地域支え合い推進員、民生委員・児童委員などに

よる相談支援活動のほか、地域活動に参加しやすい環境づくりとして、地域交流サロン

事業などに取り組んできましたが、さらなる取組の推進が求められます。 

このため、今後、民生委員・児童委員の欠員解消を図るほか、社会福祉協議会、町内

会連合会などと連携しながら、住民一人ひとりが地域とつながり、地域の活動を支える

仕組みや環境づくりに取り組む必要があります。 

地域福祉を担う人材育成の促進では、認知症サポーターや災害ボランティアの養成講

座等を実施し、人材の育成を進めてきましたが、ボランティア団体などにおいては、会

員の高齢化や会員数の減少、役員の固定化など、担い手不足の課題が深刻化してきてい
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ます。 

このため、地域福祉に対する意識の醸成を図るとともに、地域活動への積極的な参加

の働きかけなどに取り組みながら、担い手の育成・確保につなげていく必要があります。 

 

基本的視点Ⅲ 安心して利用できる福祉サービスを実現するために 

施策の基本方向 主な施策 

６相談・支援体制の充実 

 

 

①総合的な相談体制の整備 

②地域における相談体制の充実 

③成年後見制度の充実 

７適切な福祉サービスの利用の促進 

 

 

 

①在宅サービスの充実 

②施設サービスの充実 

③保育サービスの充実 

④障害者福祉サービスの提供体制の充実 

８総合的な福祉サービスの提供・ 

 連携体制の確立 

 

 

①サービス提供団体間の連携の促進 

②地域生活移行の促進 

③療養施策の充実 

④子育て支援の総合的連携の推進 

 相談体制については、帯広市保健福祉部への総合相談窓口設置をはじめ、成年後見支

援センターや、地域包括支援センター、地域子育て支援センターの運営などを通じて、

相談体制の充実が図られてきています。さらに、障害者相談支援事業や各種相談に対応

する支援体制づくりに取り組むことにより、支援体制の充実と適切な福祉サービスの利

用の促進が図られてきています。 

 介護、障害、保育等に係る各種サービス提供については、多職種による関係者の連携

を図るなど、必要なサービスを総合的に調整し、提供する体制が築かれてきていますが、

近年では、制度の狭間の課題や複合的な課題を抱えた方も少なくない状況にあります。 

 今後、こうした困難事例等への対応がさらに増えていくことが見込まれることなどか

ら、地域住民、関係団体、行政による包括的な支援が図られる体制の構築が必要です。 
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基本的視点Ⅳ 総合的な健康づくりを推進するために 

施策の基本方向 主な施策 

９健康づくりの推進 

 

 

①健康づくり活動の推進 

②健康づくりの意識の普及 

③介護予防の推進 

１０医療との連携 

 

①地域医療体制の充実 

②救急医療体制の充実 

③予防、早期発見の取組みの促進 

④医療機関の機能分担と連携 

健康づくりの推進については、健康相談や健康教育、母子保健サービス提供事業、介

護予防普及啓発事業などの取組を進めてきましたが、健康や介護予防に対する市民意識

の普及・啓発については、十分な成果につながらない状況にあることから、効果的な取

組が求められます。 

このため、市民一人ひとりが自らの健康や介護予防を意識し、主体的かつ習慣化され

た活動を支援する仕組みづくりや、地域ぐるみで活動を支える環境づくりが必要です。 

さらには、医療と介護の連携のもと、安心して、生き生きと暮らすことのできる地域

づくりを進めていく必要があります。 
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４ 今後に向けた課題と基本的考え方について 

（１）課題について 

  

 

高齢者のみの世帯や独居世帯の増加に加え、地域交流が少なくなり、困りごとを抱え

ていても相談につながらないなど、社会的に孤立しがちな世帯が増加している現状にあ

ります。 

市民アンケート調査の結果においても「近所との付き合いの関係性が薄いこと」や、

「地域活動に参加している人が少ないこと」、「地域福祉に対する意識を持つ人が少な

いこと」、「困ったときに相談できる人がいない」などの回答が多い状況にあり、今後、

こうした実情を踏まえ、各地域において、互いに気づき合い、支え合い、相談ができる

環境づくりが求められます。 

 

 

 

各種相談件数が増加していることに加え、１件１件の相談内容が多様化し、各分野を

横断するような複合的な課題を抱える事例が増えている状況にあります。 

制度的なサービスだけでは対応できないような困難ケースは、さらに増加していくこ

とが見込まれることから、今後、こうした課題に対応できる相談・支援体制の構築が求

められます。 

 

  

 

 ノーマライゼーションの考えや取組については、今後も引き続き取り組んでいく必要

があります。 

市民一人ひとりが、地域の中で生き活きと生活を送るには、健康であることが大切で

す。 

市民アンケート調査では、「困っていること、不安なこと」で最も多い回答は「自分

の健康に関すること」であり、健康への高い関心がある一方、実際に、運動習慣などに

つながっていない状況にあり、さらなる取組の推進が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

課題１ 地域社会とのつながりが弱まった世帯の増加への対応 

 

課題２ 相談内容の多様化・複合化への対応 

 

課題３ ノーマライゼーション理念の定着・健康づくりへの対応 
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（２）基本的考え方について 

 平成２９年度より施行された改正社会福祉法により、住民と関係団体、行政が協力し、

地域生活課題の解決支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めることとされ

たことや、帯広市のアンケート調査の結果等を踏まえ、前述の課題に対応するため、本

計画においては、次の３つを基本的考えに据えて、取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 地域住民が自ら地域生活課題に向き合い、互いに支え合うことができる地域づくりを

進めるため、担い手の育成とともに、地域活動への支援に取り組みます。 

 

 

 

 複合的な課題を抱えるなどの困難な事例が増えていることから、関係部署や相談・支

援機関が連携し、包括的な支援を行なうことのできる体制づくりを進めます。 

 

 

 

 年齢、性別及び障害などの有無に関わらず、誰もが健康で、生きがいを持ち、安心し

て暮らすことのできる地域づくりを進めるため、地域住民が互いに支え合い、地域の活

動を支える仕組みや環境づくりを進めます。 

市民一人ひとりの健康づくりと介護予防等の活動を支援する取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地域福祉活動の拠点整備、人材育成、活動の推進 

 

２ 多様化する課題に対する包括的な相談支援体制の構築  

 

３ 誰もが支え合う地域環境の整備、地域における健康づくり等の推進 
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１ 計画の基本理念 

国では住民すべてが地域福祉に主体的に関わり、困りごとを抱えている人を地域全体

で支え合う「地域共生社会」の実現を目指すこととしており、全国各地において、それ

ぞれ取組が進められています。 

帯広市においても、地域共生社会の考え方を踏まえ、市民一人ひとりがお互いに支え

合い、健康で生きがいを持ち、安心して暮らすことのできるまちを目指すため、次の基

本理念に基づき、地域福祉を推進します。 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の基本目標 

 本計画の基本理念の実現を目指すために、次の３つの基本目標を設定します。 

 

基本目標１ 共に支え合う地域づくり 

 すべての住民が、地域福祉を我が事として捉え、地域の生活課題や活動に主体的に関

わり、共に支え合う地域とするため、地域の活動を支える拠点づくりや、地域福祉を担

う人材の育成、地域福祉活動の推進に取り組みます。 

 

基本目標２ 安心して生活できる地域づくり 

 支援を必要とする人が、適切かつ切れ目のないサービスの提供が受けられるなど、誰

もが安心して生活できる地域とするため、福祉等に関する相談体制の充実や、様々な部

署や関係機関が連携した包括的な支援を行う体制づくりを進めます。 

 更には生活困窮者の自立支援や、権利擁護の推進などに取り組みます。 

 

基本目標３ 生き活きと健康で暮らせる地域づくり 

 市民一人ひとりが、住み慣れた地域で生き活きと健康で暮らすことのできる地域とす

るため、誰もが支え合う地域環境の整備や、主体的な健康づくり、介護予防の推進など

に取り組みます。 

 

 

 

 

 

「すべての市民が共に支え合い、安心して、 

生き活きと暮らせるまち おびひろ」 

 



第３章 地域福祉推進の考え方                        

 - 31 - 

 

３ 施策の体系         基本方向及び主な施策 

                

 

基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方向（２）健康づくりや介護予防の推進 

 

１．共に支え合う 

地域づくり 

地域福祉活動の拠点整備、

人材の育成、活動の推進 

基本方向（１）地域活動を支える拠点づくり 

  ①既存施設等を活用した拠点づくりの促進 

 ②地域活動団体への支援 

基本方向（２）地域福祉を担う人材の育成・確保 

 

基本方向（３）地域福祉活動の推進 

 

 ①地域福祉に関する意識の醸成 

 ②地域の人材の育成・確保 

 ①地域における支え合い機能の充実 

 ②主体的参加の推進 

 ③関係団体との連携 

 ④地域の防災活動の推進 

２．安心して生活できる 

地域づくり 

基本方向（１）相談支援と福祉サービスの適切な 
       利用促進 

 

基本方向（２）包括的な連携体制の確立 

 

基本方向（３）権利擁護の推進 

 

３．生き活きと健康で 

暮らせる地域づくり 

 ①総合的な相談体制の確保 

 ②地域における相談体制の充実 

 ③福祉サービスの提供体制の充実 

 ④再犯防止に向けた取組の推進 

 ①切れ目のない包括的な支援 

 ②包括的な支援を行うネットワークの構築 

 ③生活困窮者自立に向けた支援 

 ①成年後見制度の利用促進 

 ②虐待防止に向けた対応 

 ①地域における健康づくりの支援 

 ②介護予防の推進 

 ③介護と医療との連携 

 ④自殺防止に向けた取組 

多様化する課題に対する

包括的な相談支援や 

連携体制の構築 

誰もが支え合う地域環境

の整備、地域における健康 

づくりや介護予防の推進 

基本方向（１）誰もが支え合う地域環境の整備 

  ①ノーマライゼーション理念の定着 

 ②ユニバーサルデザインの地域づくり 

主
な
施
策 

主
な
施
策 

主 

な 
施 
策 

主 

な 

施 

策 

主 

な 

施 

策 

主
な
施
策 

主
な
施
策 

主 

な 

施 

策 
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４ 市民・関係団体・関係機関・行政の役割 

 地域福祉の推進に向けては、市民、自主活動グループ、地域活動団体、事業者、社会

福祉活動団体及び行政の連携の充実を図るとともに地域の状況に応じた、住民主体の課

題解決に向けた取組を進めていくことが大切です。 

こうした取組を進めていくため、各主体が下記に掲げる役割を認識しながら、活動を

進めることで、基本理念の実現を目指していきます。 

 

（１）市民の役割 

 全ての市民は地域を支える担い手の一員として、地域や福祉に対する関心を持つこ

とが重要です。 

支援する側も受ける側も誰もが地域社会に関わっている意識を持つことや、地域で起

きている生活課題を把握することなど、地域福祉を我が事として捉え、主体的に福祉活

動に参加することが求められます。 

 

（２）自主活動グループの役割 

 サークル活動など、個人の趣味等を目的とした自主活動グループにおいては、趣味等

に関わる体験の場を地域住民に提供する取組や、福祉活動へ参加協力を行うなど、主体

的に地域活動を展開している例も少なくありません。 

 今後、こうした活動が広がることで地域における重要な担い手になることが期待され

ます。 

 

（３）地域活動団体の役割 

 町内会や民生委員・児童委員、ボランティア団体、ＮＰＯなど、福祉活動団体は、そ

れぞれの活動を通じて、地域の中にある生活課題や、困りごとを抱えている人などを発

見し、地域の課題として共有することが重要です。これらの課題は、関係機関につなぐ

ほか、必要に応じて地域で話し合い、協力し、地域の活動につなげることで、制度的な

サービスを補完するような、地域でなければできない取組が期待されます。 

 

（４）事業者の役割 

 福祉サービス事業者においては、サービスの質の向上や分かりやすい情報の提供、利

用者が求めるサービスの提供を行える体制づくりが必要です。 

また、福祉施設などにおいては、利用者とボランティア、住民などが交流し合う、地

域福祉の拠点としても期待されます。 

その他民間事業者においても、地域の一員として、民間の視点から地域ニーズに対応

したサービスの提供や、それぞれが実施する社会貢献活動を通じて、地域福祉に積極的

に関わることが求められます。 
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（５）社会福祉法人の役割 

 社会福祉法人は福祉ニーズに対応する公益性の高い、非営利法人であることから、地

域における福祉ニーズに対応したサービスの提供などの公益的な活動が期待されてい

ます。 

そのため地域の実情に応じ、施設の機能を活用しながら、地域と連携を図ることで、

地域社会に積極的に貢献していくことが求められます。 

 

（６）社会福祉協議会の役割 

 社会福祉協議会は、社会福祉法により、地域福祉の推進を担う団体として明確に位置

付けられており、その中心的な存在として、市民と地域活動団体、福祉サービス事業者、

行政との連携を図りながら、地域における課題の把握や、課題に対応した事業を展開す

ることが期待されます。 

 

（７）市の役割 

 市は地域福祉の方向性や取組を市民に理解してもらうため、本計画である地域福祉計

画を策定し、福祉施策を推進します。 

 高齢者、障害のある人、児童などといった対象分野に捉われず、関係部署が横断的に

連携を図る体制づくりや、各施策などの取組もつなぎ合わせ、切れ目のないサービス展

開を行い、地域住民や他の関係機関等と連携しながら、地域福祉を推進します。 

地域福祉を担う団体の支援や、地域福祉推進の中心的存在である社会福祉協議会、関

係機関等との連携体制を確立します。 
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５ 地域福祉活動における階層と圏域の考え方 

 地域福祉の活動主体には、町内会の班のような小さな主体や町内会全体など、機能や

役割、対象、規模などに応じた下記に示したような階層があります。 

 また、対象となる年齢層や取組分野によっては、日常生活圏域、小学校区・中学校区、

単位町内会・連合町内会の区域など、基本となる圏域や対象とする区域の設定を持つ場

合があります 

 今後、多様化する地域課題に対応していくためには、活動の目的や内容、対応する地

域課題に応じて、それぞれの主体が、既定の圏域や区域を越え、階層を跨いで連携し、

情報の共有を図りながら取り組むことが重要になります。 

 

 

○階層イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・市役所 
・市社会福祉協議会 
・ボランティアセンター 
・子育て世代包括支援センター 
・基幹相談支援センター 
・成年後見支援センター 
・自立相談支援センター 
・社会福祉法人 
 

帯広市全域 

・公的機関による相談支援や総合的 
 な施策の連携調整 
・全市的な啓発等のイベント等 
・社会福祉法人による公益的な取組 
 

・地域包括支援センター 

・生活支援コーディネーター 

・相談支援事業所 

・地域子育て支援センター 

・地域活動支援センター 

・民生委員児童委員協議会 

・各種サービス事業者 

・小、中学校、保育所 

 

日常生活圏域 

町内会圏域 

隣近所 

 
・民生委員・児童委員 

・老人クラブ 

・単位町内会 

・保護司 

・家族、親席 

・隣人 

・地域課題解決に向けた対応及び 

行政との連携 

・地域福祉活動に関する情報交換 

・活動拠点の整備 

・地域交流サロン等 

 

 ・コミュニティ活動 

・防犯防災活動等 

・地域交流サロン 

・日常的な見守り 

・挨拶などの声かけ 

・身近な相談等 
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基本方向（１） 地域活動を支える拠点づくり 

住民や行政、福祉関係者等が協働し、地域の活動を促進するため、地域住民が集える

場所や活動の母体となる団体等の拠点づくりを進めます。 

 

【現状や課題】 

地域のつながりが薄れ、住民同士の交流が少なくなり、社会的に孤立する人が増えて

きています。 

こうした中で、支援を必要とする人が、誰にも相談できず、問題を抱えたままにさせ

ることのないよう、地域の結びつきを強め、日頃からの交流を促進する必要があります。 

そのため、誰もが気軽に立ち寄り、世代を超えて地域住民が交流できる場や、地域福

祉活動を支える団体等の拠り所が必要となっています。 

 

 

 

【主な施策】 

①既存施設等を活用し

た拠点づくりの促進 

・地域住民の交流の場として、コミュニティセンターや福祉

センター、市民活動プラザ六中等の公共施設や社会福祉施

設等、既存の地域資源の活用を進めます。 

②地域活動団体への支  

 援 

・町内会活動や老人クラブ活動など、地域活動を行っている

団体への支援や、活動内容の周知、多様な主体との連携促

進などに取り組みます。 

・生活支援コーディネーター等の支援のもと、地域の様々な

主体との話し合いから地域課題やニーズの把握について情

報の共有を図るとともに、ニーズに応じた自主活動や支え

合い活動の創出などに取り組む協議体を設置します。 

・障害のある人の社会との交流を促進し、特性に応じた様々

な活動が出来るよう関係団体や地域活動支援センター等へ

の支援を行います。 

  

 

 

 

 

基本目標１ 共に支え合う地域づくり 
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基本方向（２） 地域福祉を担う人材の育成・確保 

地域住民一人ひとりが、地域福祉に関心を持ち、実際に地域の活動に参加してもらえ

るよう、各種講座の開催などを通じて、地域福祉を支える人材の育成・確保に取り組み

ます。 

 

【現状や課題】 

若年の現役世代における地域活動への参加機会が少なく、高齢者が中心となって、地

域の支援活動が行われ、活動の担い手が不足しているのが実情です。 

そのため、住民が地域福祉に関心を持ち、地域の課題に対する意識の醸成を育むとと

もに、主体的に活動に取り組んでもらうことが必要です。 

 

 

 

【主な施策】 

①地域福祉に関する意

識の醸成 

・地域福祉に関する各種活動や取組を、市の広報誌や社協だ

よりなどを活用して周知し、地域福祉活動やボランティア

等への関心を高めます。 

・地域福祉活動に関する研修会の開催や、地域住民等の地域

ケア会議への参加により、地域課題を認識し、支え合いや

地域づくりに関する意識啓発を行います。 

②地域の人材の育成・

確保 

・ちょっとした支え合いサポーター養成講座、認知症サポー

ター養成講座、社会福祉協議会のボランティア講座などの

各種講座を通じ、支え合いを実践できる担い手の育成を進

めていきます。 

・民生委員・児童委員など地域福祉を担う人材の確保に努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 共に支え合う地域づくり 
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基本方向（３） 地域福祉活動の推進 

民生委員・児童委員や地域における見守り活動等を通じて、地域のつながりを高める

とともに、住民が主体的に地域福祉活動に参加できる環境づくりや福祉関係団体の連

携、防災活動などを通して、地域福祉活動を推進します。 

 

【現状や課題】 

個人の価値観の多様化やライフスタイルの変容により、親しい近所付き合いや助け合

いなどの地域とのつながりが希薄化する中、地域における支え合いの力を高めていく必

要があります。 

制度的なサービスだけでは対応が難しい問題も、地域住民の支え合いによって解決で

きる事例も少なくありません。 

そのため、民生委員・児童委員の見守り活動、町内会活動、地域の防災活動など、幅

広い支え合いの活動のなかで、地域のつながりを再認識し、多くの住民が主体的に地域

活動に参加する環境づくりを進める必要があります。 

 

 

 

【主な施策】 

①地域における支え合

い機能の充実 

・地域の支え合いを推進するための協議体や地域ケア会議な

どを通じて、住民同士で地域課題を考え、その解決に向け

て協議する環境づくりに取り組みます 

・地域交流サロンや介護予防教室など、住民が気軽に参加が

出来る場を提供し、地域住民の交流を促進するとともに、

見守りなど地域の自主的な活動を促進します。 

・市民活動プラザ六中などにおいて、活動の状況を共有し、

障害のある人等を含む地域住民同士の交流、支え合い体制

を充実させます。 

・子育て応援ボランティアやファミリーサポートセンター事

業などを通じ、地域で子育て世帯を支え、安心して子育て

ができる環境づくりを進めます。 

基本目標１ 共に支え合う地域づくり 
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②主体的参加の推進 ・帯広市社会福祉協議会の福祉人材バンクやボランティア登

録の推進、町内会への加入促進など、ホームページや広報

誌などで情報を発信し、福祉活動参加へのきっかけをつく

ります。 

・手話・要約筆記等のボランティアの育成や活動等に取り組

みます。 

③関係団体の連携促進 ・ボランティア団体やＮＰＯ等、地域で活動している子育て、

障害、高齢者等関係団体等が意見交換や情報共有を行える

よう、連携促進に取り組みます。 

④地域の防災活動の推   

 進 

・町内会、民生委員・児童委員、自主防災組織等と連携しな

がら、地域や各施設で防災講座や避難訓練などを行うこと

で、防災意識の向上を図り、災害時要援護者の安否確認や

避難支援をはじめとする、地域相互支援の取り組みを促進

します。 

・災害時、必要に応じ、速やかに災害ボランティアセンター

を設置できるよう帯広市社会福祉協議会と連携を図りま

す。 
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基本方向（１） 相談支援と福祉サービスの適切な利用促進 

 福祉サービスを必要としている人が適切なサービスを選択、利用できるよう、相談窓

口等の周知や窓口間の連携推進など、相談体制やサービス提供体制の充実を図ります。 

 

【現状や課題】 

地域には、何らかの福祉サービスを必要としながらも、どこに相談してよいか分から

なかったり、相談に一歩踏み出せない方がいます。 

利用者が相談支援やサービスを受けるにあたり、相談しやすく、必要なサービス情報

を容易に得ることができることや、分野をまたがる相談にも幅広く対応できる相談体制

の整備が必要となっています。 

また、現在、日本の刑法犯の認知件数は減少傾向にありますが、検挙人員に占める再

犯者の比率は上昇傾向にあり、刑務所や少年院の出所者が再び犯罪を繰り返さないよ

う、理解や支援をすすめる必要があります。 

このため、罪を犯した方などが社会復帰しやすい地域環境づくりが求められていま

す。 

 

 

【主な施策】 

①地域における相談体

制の充実 

・民生委員・児童委員や地域包括支援センター、障害に関す

る相談支援事業所、地域子育て支援センター等の既存の相

談体制の周知を図るとともに、支援を必要としている人を、

地域の中で互いに気づき合うことのできる環境づくりを進

めます。 

・協力機関との連携による「きづきネットワーク」を活用し、

緊急を要する地域生活課題に対応したり、必要な支援につ

なげます。 

②総合的な相談体制の

確保 

・困りごとを抱えていても、どこに相談すればよいかわから

ない人に、市の福祉に関する総合相談窓口の周知を図り、

関係部署が連携することで、複数の部署にまたがるような

案件にも適切に対応します。 

基本目標２ 安心して生活できる地域づくり 
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③福祉サービスの提供

体制の充実 

・必要な情報の提供はもとより、高齢、障害、児童、子育て

などの分野において、支援を必要とする人が、適切なサー

ビスを受けられるよう、それぞれの福祉サービスの周知や、

サービス提供体制の充実を図ります。 

④再犯防止に向けた取

組の推進 

（帯広市再犯防止推進

計画） 

・刑務所出所者等に対し、必要に応じ、生活困窮者自立支援

制度など福祉的な支援制度を活用しやすくなるよう保護観

察所や保護司会などの更生保護関係団体との連携を強化し

ます。 

・再犯を防止するために関係機関、団体等との協議を進め、

就労や住居の確保などの支援に取り組みます。 

・毎年７月の「社会を明るくする運動強調月間」において、

運動を周知するイベントなどを行うなど、犯罪や非行のな

い明るい地域社会を築くため、罪や非行の防止と、刑期を

終えた人たちの更生に対する地域の理解促進に取り組みま

す。 

 

 

基本目標２ 安心して生活できる地域づくり 
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基本方向（２） 包括的な連携体制の確立 

複合的で複雑な課題を抱えた人に対し、多機関が連携を図り、分野を横断して総合的

な支援が行える体制づくりを進めます。 

 

【現状や課題】 

公的な福祉サービスについては分野ごとに整備がされていますが、近年、ダブルケア

など複合的な課題を抱え、誰にも相談できず孤立したり、一つの支援機関だけでは解決

が困難な事案が顕在化する一方で、ひきこもりなど、表面化せずに門団を抱えたままに

なっている場合もあります。 

こうした問題を抱えている人に対しては、地域のつながりの中で、気づき合うことの

できる環境づくりが必要です。 

また、支援機関においては、分野に捕らわれず、世帯全体で潜在している問題を把握

し、関係機関や地域と連携し、包括的な支援につなげていくことが求められています。 

また、生活困窮者の自立支援方策においては、本人の尊厳を図りつつ、就労の状況、

心身の状況、地域社会との関係性その他の事情に応じて、包括的かつ早期に行うことが

重要となっています。 

 

 

【主な施策】 

①包括的な支援を行う

体制づくり 

・８０５０問題やダブルケアなど複合的な課題を抱えたり、

制度の狭間にある困りごとなどを抱えた人については、地

域住民や様々な関係機関、部署が関わりながら対応してい

く必要があることから、地域ケア会議や地域自立支援協議

会など活用しながら、包括的な支援が行われる体制づくり

を進めます。 

②切れ目のない包括的

な支援 

・高齢者や障害のある人、子育てなど、多岐にわたる複雑な

課題を抱えている人は、解決までに時間を要することも多

く、関係する部署や機関も状況に応じ変化していくことか

ら、全体の問題を把握し、個々の進捗を管理しながら調整

を図るなど、世帯全体の問題を切れ目なくコーディネート

することのできる体制づくりを進めます。 

※４４ページにイメージを記載 
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③生活困窮者自立に向

けた支援 

（国の通知により、生活困

窮者自立支援制度は、地

域福祉を拡充しまちづ

くりを進めていくうえ

で重要な施策であるこ

とから、地域福祉計画の

中に位置づけ計画的に

取り組むこととされて

います。） 

・「帯広市自立相談支援センター ふらっと」において、生活

困窮者の多様で複合的な相談に応じ、関係機関と連携し、必

要な情報提供及び助言をしていくことで、包括的・計画的に

自立の促進を図ります。（実施済） 

・離職等により家賃を支払うことが困難になり住居喪失又は 

その恐れのある生活困窮者に、就労活動を条件に、有期で家

賃等の支給を行います。（実施済） 

・就労に必要な実践的な知識・技能が不足しているだけでなく、

就労に準備が整っていない生活困窮者に対し一般就労に向

けた準備としての基礎能力からの支援を計画的かつ一貫し

て行います。（実施済） 

・貧困の連鎖を防止するため、生活保護受給世帯を含む生活困

窮世帯の子どもを対象に、学習支援及び保護者も含めた生活

習慣・育成環境の改善に関する支援を推進します。（実施済） 

・世帯の家計の「見える化」と家計計画を検討し、モニタリン

グを実施します。家計管理に関する支援を通し滞納の解消、

債務整理、貸し付けのあっせん等により、自力で家計管理が

できるようになるまでの支援の実施を検討します。 

・一定の住居を持たない生活困窮者に対し、一時的に宿泊場所

や衣食を提供し、最低限の生活基盤の確保を検討します。 

・構成員同士が安心して生活困窮者に関する情報の共有等を行

えるよう守秘義務を設けた関係機関や委託事業者を構成員

とする支援会議を設置し、生活困窮者への早期かつ適切な対

応を可能とする支援体制の構築を検討します。 
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相談に対する包括的な支援を行う全体像（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※８０５０問題：５０代のひきこもりの子を８０代の親が養い、生活困窮や当事者の社会的孤立が 

         課題となっている。 

 ダブルケア：介護と子育てを同時に抱えて負担が過重になっている状態が課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●それぞれの相談窓口が受ける様々な相談に対し、その内容に応じて適切な部

署・機関等へ繋ぎます。 

●それぞれの関係機関などで受けた８０５０問題やダブルケア等、複合的な課

題を抱え対応が困難な人に対しては、関係機関と連携を図り、必要な支援の

調整を担う連携調整会議などのコーディネート機能のあり方を検討します。 

●市にも庁内調整を行う機能を設け、関係各課との連携を強化するとともに、

複合的課題に対しコーディネート機能を活用しながら、各関係機関を交えた

包括的な支援体制を構築します。 

支援 

会議 

 

地域交流等による支え合い 

包括的支援体制 

地域の気づきに

関わる団体 

 

・民生委員 

 児童委員 

・町内会 

・老人クラブ 

等 

複合的課題を 
抱えた人など 

地域包括 
支援センター 

 地域子育て 
支援センター 

 

地域の気づき
に関わる場 

 

・介護予防教室 

・地域交流 

 サロン 

     等 

 

基幹相談支援 
センター（障害） 

 

地域ケア

会議 

相談支援 
事業所（障害） 

 

相談 

住民の交流等を通じて 

困りごとを抱えた人を発見 

地域自立 

支援協議会 

自立相談 
支援センター 
（生活困窮） 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能 

(連携調整会議) 

 

 

 

 

 

課題を抱える世帯への包括的支援 

市の相談窓口 

妊娠出産 

子育て 

こども 

高齢 

介護 

自立支援 

困難事例の 

庁内調整機能 

健康 

市民からの相談 

障害 

市民からの相談 
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基本方向（３） 権利擁護の推進 

判断能力が十分でない高齢者や障害のある人等に対して、基本的な人権を守るため

に、成年後見制度の利用促進を図ります。 

また、虐待防止の取組を進めます。 

 

【現状や課題】 

認知症高齢者の増加により、金銭管理や本人に必要なサービスを受けるための契約が

出来ないなど、生活に支障をきたす事例も増えてきています。 

そのような方の権利を守り、不利益を被らないようにするために、成年後見制度の利

用を促進する取り組みを進める必要があります。 

また、高齢者虐待、障害者虐待、児童虐待、配偶者等からの暴力など、様々な虐待や

暴力が社会問題となるなか、虐待を防止する取組が必要です。 

 

 

 

【主な施策】 

①成年後見制度の利用

促進（帯広市成年後

見制度利用促進基本

計画） 

・帯広市成年後見支援センターを「中核機関」として位置付

け、成年後見制度の利用促進に向け、中心的な機関として

の役割を担います。 

・中核機関では、これまで帯広市成年後見支援センターで担

ってきた成年後見制度に関する相談支援や広報、市民後見

人の養成、申立に係る支援、並びに各関係団体と連携、調

整等を引き続き行うほか、帯広市と連携しながら、地域連

携ネットワークの構築、運営を行います。 

・弁護士、司法書士、社会福祉士、社会福祉協議会、行政が

連携しながら、後見等が必要な個別の案件について協議を

する事例検討会議のほか、それらの関係者に加え地域関係

者、金融機関、病院関係者とも連携を図るためのネットワ

ークを設けることで、成年後見制度について周知を図りま

す。 

・制度を必要としている人の早期発見や各機関が権利擁護に

ついて抱えている課題などの情報の共有を図り、制度を必

要としている人の適切な支援につなげるため、支援体制の

整備を進めます。 

基本目標２ 安心して生活できる地域づくり 
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・成年後見制度を利用促進するために、成年後見市長申立や

利用支援事業（申立費用助成、後見人等報酬助成）を行う

ことに加え、市民後見人養成講習やフォローアップ研修、

成年後見フォーラム、出前講座などの開催により、担い手

の養成、制度周知を行います。 

②虐待等防止に向けた

対応 

・各虐待防止ネットワーク会議や要保護児童対策地域協議会

等を開催し、相談窓口の周知、啓発及び早期発見等の対応

や支援を進めます。 

 

成年後見制度利用促進イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門職団体 
（弁護士会・社会福祉士会・

司法書士会 等） 

地域福祉団体 
(民生委員・NPO 等)  医療関係機関 

金融機関 

中核機関 

協議体の役割 

・対象者の早期発見・支援 

・成年後見等に関する情報の共有 

・制度利用者への適切な支援提供体制の構築 

地域包括支援センター 

【チーム】 

本人を取り巻く医療福祉関係者や

後見人等で構成 

社会福祉協議会 

帯広市における地域連携ネットワーク 

家庭裁判所 

帯広市 

協力・連携 

委託 

【中核機関が担う役割】 
・成年後見制度に係る広報・啓発 
・成年後見制度に係る相談対応、支援 
・市民後見人の養成、支援 
・成年後見制度に係る申立て支援 
・地域連携ネットワークの構築・運営 

サービス事業者 
医療機関 

ケアマネジャー 相談支援専門員 

本人 後見人等 

相
談
・
支
援 

ケースワーカー 

【事例検討会議】 

社会福祉士会 

弁護士会 

司法書士会 

・市長申立ての是非 

・後見人候補者の推薦 等 

帯広市成年後見支援センター 

ター 
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基本方向（１） 誰もが支え合う地域環境の整備 

誰もが多様性を認め合い、地域社会の一員として生き活きと暮らせるよう、ノーマラ

イゼーションやユニバーサルデザインの考え方に基づいた地域づくりを進めます。 

 

【現状や課題】 

住み慣れた地域で誰もが地域活動や趣味・生涯学習活動など、様々な活動に参加でき、

快適に生活できる環境づくりが求められています。 

すべての人が快適に暮らせるユニバーサルデザインの考え方に基づいた環境の整備

を促進することや、ノーマライゼーション理念の定着を引き続き図り、高齢者や障害の

ある人、認知症の人やセクシャルマイノリティなど、誰もが多様性を認めあい、個性を

尊重し、支え合う環境を整備していく取組が必要です。 

 

 

 

「主な施策」 

①ノーマライゼーショ

ン理念の定着 

・障害のある人もない人も、子どもから高齢者まで、全ての

人がともに暮らし、ともに生きることが出来る社会こそが

ノーマル（普通）であるというノーマライゼーション理念

の定着に向け、出前講座の実施などによる理解促進、周知、

啓発を図ります。 

・ノーマライゼーション推進地区の活動を促進します。 

・ヘルプマークの周知、普及を促進します。 

②ユニバーサルデザイ

ンの地域づくり 

・高齢者や障害のある人など、誰もが多様性を認め、人権や

個性を尊重しながら、自立した地域生活を送るためのユニ

バーサルデザインに配慮した住みよい地域環境づくりに向

けた取り組みを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 生き活きと健康で暮らせる地域づくり 
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基本方向（２） 健康づくりや介護予防の推進 

全ての人が生き活きと健康で暮らせるよう、一人ひとりが主体的に健康づくりや介護

予防などに取り組むことができる環境づくりを推進します。 

 

【現状や課題】 

平均寿命が伸びているなか、生涯にわたり市民一人ひとりが、生き活きと趣味や地域

活動に関わっていくためには、健康寿命を意識した取組が重要になります。 

 自分一人だけでは継続しにくい健康づくりや介護予防の取組も、地域交流を通じて行

うことで相乗効果が期待され、住民同士の支え合いにもつながることから、身近な地域

で取り組むことのできる環境づくりや支援が求められています。 

 また、身体的な健康ばかりでなく、心の健康についても重要な課題であり、悩みを抱

えた人などの自殺防止に向けた取組を進める必要があります。 

 

 

「主な施策」 

①地域における健康づ

くりの支援 

・疾病の予防、早期発見や重症化の予防のため、各種検診や

歯科検診、健康相談など、医療関係機関との連携拡充に取

り組みます。 

・健康づくりを包括的に行うため、医療、福祉分野に限らず、

教育や労働の関係機関や企業、市民と協働で取り組むこと

のできる環境づくりを進めます。 

・住民が集まる場所や通いの場を活用し、住民が主体的かつ

継続的に健康づくりに取り組めるよう支援します。 

②介護予防の推進 ・地域での交流を促すための通いの場の把握や創設を進め、

住民が主体的に介護予防に取り組む環境を作ります。 

・フレイル対策など介護予防を効果的に進めるため、専門職が

関与する保健事業との一体的な取組の検討を進めます。 

③介護と医療との連携 ・多職種の関係者が連携しながら、心身の状態に合わせた切れ

目のない在宅医療と介護の提供体制の構築を推進します。 

・連携協力病院と地域包括支援センターに、専門職からの相

談窓口を設置するなど、介護と医療の円滑な連携を促進し

ます。 

  ※連携協力病院：ケアマネジャーなどの専門職からの医療に 

          関する相談に対応する医療機関 

基本目標３ 生き活きと健康で暮らせる地域づくり 
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④自殺防止に向けた取 

 組 

・保健や医療、福祉だけでなく、教育や労働など関連する機

関や団体、企業や市民と協働しながら、生きるを支える取

組を進めます。 



 

 - 50 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第５章 
 

 

     

計画の推進 
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１ 計画の推進体制 

 計画を具体的に推進していくための協議を行うなど、各関係部署、関係機関等と連携

しながら、協働して計画を推進していきます。 

 

２ 計画の進捗管理 

 市は、本計画を円滑に推進するため、進捗状況の点検・評価を毎年度行い、必要に応

じて見直しを行うなど、適切な進捗管理を行います。 

 

（１）点検・評価及び附属機関への報告 

 施策の進捗状況については、関係課による点検・評価体制を構築した上で、毎年度、

点検・評価を行い、保健、福祉、医療に関する総合的な観点から協議を行う帯広市健康

生活支援審議会で評価結果を報告します。 

審議会の意見は、計画の見直しや関連する施策の実施に反映されます。 

また、施策毎の点検結果などを踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

 

（２）計画の周知 

地域福祉は、行政や社会福祉協議会だけではなく、事業者や地域活動団体、社会福祉

法人、そして地域住民すべてが主体的に地域課題に関わり、それぞれの役割を担うこと

で推進が図られます。 

そのため、本計画を市民に十分に周知し、地域福祉に対する理解を得られるよう、ホ

ームページ等の広報媒体を活用します。 

 

３ 指標の設定 

 本計画の取組の効果と目標の進捗状況等を測るために以下の指標を設定します。 

 指標 指標の考え方 目標 
直近値 

（H30年度） 
基本 

目標１ 

ボランティアセ

ンター登録人数 

帯広市社会福祉協議に登録を

している地域活動等を行うボ

ランティア登録者数 

増加  

基本 

目標２ 

地域ケア会議の

参加者数 

地域包括支援センターが開催

する地域ケア会議の延べ参加

者数 

増加  

基本 

目標３ 

介護を要しない

高齢者の割合 

65歳以上の市民のうち、介護

を要しない高齢者（要介護度が

非該当から1まで）の割合 

現状維持  

健康と思ってい

る市民の割合 

市民のうち、健康と思っている

人の割合 

増加  

 


